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天然ガスコージェネレーションシステムの
導入実態と今後の普及拡大に向けた課題

２０１３年１０月７日

一般社団法人 日本ガス協会
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１．コージェネレーションシステムの概要１．コージェネレーションシステムの概要１．コージェネレーションシステムの概要１．コージェネレーションシステムの概要
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20� 我が国の一次エネルギーシェアにおいて、天然ガスの占める割合は欧米と比較して低く（但し、2011年の一次エネ
ルギー比率は23％）、Ｓ(安全性)+３Ｅ(安定供給、環境適合、経済効率性)の観点から、化石燃料の有効利用を図り
つつ、天然ガスシフトを進めていく余地は大きい。

� エネルギーセキュリティ及び耐災害性の観点において、コージェネレーションシステム等の普及拡大による「省エネ
（価格高騰がもたらす経済インパクトの軽減）及び電源の分散化（電力途絶リスクの軽減）」の果たす役割は大きい。

１－１．日本のエネルギーミックスにおける天然ガスの役割１－１．日本のエネルギーミックスにおける天然ガスの役割１－１．日本のエネルギーミックスにおける天然ガスの役割１－１．日本のエネルギーミックスにおける天然ガスの役割

我が国の一次エネルギーシェア（大震災前）我が国の一次エネルギーシェア（大震災前）

（出典） :経済産業省「総合エネルギー統計」
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（出典）経済産業省 「エネルギー白書２０１２」

＜参考＞石炭を＜参考＞石炭を100100とした場合の排出量（燃焼時）とした場合の排出量（燃焼時）
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天然ガスコージェネの特徴と代表的な製品類型

世界のコージェネの普及状況

� コージェネレーションシステムは発電に加え、同時に発生する廃熱を有効活用することにより、総合効率８０％程度
を達成可能な高効率エネルギー利用システム。

� コージェネは広く世界で普及しており、日本における普及率は各国に比べ限定的な状況（kWhベースで3.5～5.0％）。

１－２．天然ガスコージェネの概要１－２．天然ガスコージェネの概要１－２．天然ガスコージェネの概要１－２．天然ガスコージェネの概要

省エネ・省省エネ・省省エネ・省省エネ・省CO２効果２効果２効果２効果
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種類 スチームタービン ガスタービン ガスエンジン 燃料電池

特徴 ・大量の蒸気を発生する
際に蒸気の圧力差を利
用して発電を実施

・軽量コンパクトであり、
廃熱を全量蒸気で回
収可能

・連続運転に適する

・発電効率が高い

・近年、大型化、高効率
化の開発が進展して
いる

・水の電気分解の逆反
応を利用

・化学反応のため、変
換ロスが少なく効率が
高い

システム

イメージ

燃料 石炭・油・LP・ガス 油・LP・ガス 油・LP・ガス 油・LP・ガス

発電効率 ７～10％ 25～35％ 35～５０％ 30～45％

廃熱効率 75～80％ 45～55％ 30～40％ 30～45％

規模 蒸気需要が

30ｔ/h以上
３０～30,000 kW 1 ～ 10,000 kW 1 ～ ３00 kW

対象

需要家

紙・パルプ

鉄鋼、化学

化学、

ゴム、食品

電機・自動車

オフィスビル 家庭用など

5
ガスエンジンの高効率化・大型化に伴い機器選定の幅が拡大ガスエンジンの高効率化・大型化に伴い機器選定の幅が拡大

１－３１－３１－３１－３ 天然ガスコージェネのバリエーション天然ガスコージェネのバリエーション天然ガスコージェネのバリエーション天然ガスコージェネのバリエーション

� コージェネレーションシステムには幾つかの技術的類型があり、ガスエンジンタイプなどは発電効率単体での評価に
おいても、大規模集中火力に遜色ない性能を有する製品も市場投入されている。

� 燃料電池については、家庭用分野を中心に普及拡大の取り組みが行われているところであるが、米国のブルーム
エナジーなど、業務用以上をターゲットとした数百ｋＷクラスの製品も普及しつつある。
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2020～

2025～

2025～

※出典：コージェネレーション白書２００９（一部ＭＥＴＩ技術開発ロードマップ）より

直近20年の間に、ガスエンジンは大型化・高効率化が大幅に進展している

≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 天然ガスコージェネの規模・効率別バリエーション天然ガスコージェネの規模・効率別バリエーション天然ガスコージェネの規模・効率別バリエーション天然ガスコージェネの規模・効率別バリエーション
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２．天然ガスコージェネに関するマー２．天然ガスコージェネに関するマー２．天然ガスコージェネに関するマー２．天然ガスコージェネに関するマー
ケットの概要と普及状況ケットの概要と普及状況ケットの概要と普及状況ケットの概要と普及状況
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２－１２－１２－１２－１ 天然ガスコージェネのマーケットの概要天然ガスコージェネのマーケットの概要天然ガスコージェネのマーケットの概要天然ガスコージェネのマーケットの概要

� コージェネは家庭・業務・産業用の全てのセグメントに展開可能であり、需要家の規模、熱/電比に応じて最適な機
器を導入している。

� コージェネはこれまでは熱電比率の高い（熱需要の多い）需要家を中心に普及が進んできたが、電源セキュリティの
向上を価値訴求した結果、小規模かつ熱電比率の低いセグメントにおいてもニーズが顕在化している。

� コージェネ電力の市場流通性を向上し、熱電比率の高い需要家における熱主電従運転を実現することで（余剰電力
の発生増加）、より大容量のコージェネに対するニーズが拡大する可能性もある。

電力需要規模と熱/電比によるマーケットセグメント
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２－２２－２２－２２－２ 天然ガスコージェネの普及動態天然ガスコージェネの普及動態天然ガスコージェネの普及動態天然ガスコージェネの普及動態

� 2012年度のコージェネ累積設置容量は481.9万kW、対前年28.4万kW増加となった（11年度累積設置容量は453.5万
kW、対前年2.8万kW増）。

� 導入件数については、家庭用を除き約6,600件であり、業務用の比率が高い。
� 2012年度に増加した28.4万kWのうち、21.7万kWが産業用、4.4万kWが業務用であった。
� 産業用は05年度以降導入量が減少し、09年度以降はマイナスに転じていたが、12年度は増加となった（撤去分を

差し引いているため、導入量よりも撤去量が多い場合は減少となる）。

コージェネ導入に関する年度推移
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２－３２－３２－３２－３ 天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（業務用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（業務用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（業務用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（業務用）

� 2012年度における業務用の累積設置容量は114万kW（110万kW（11年度））、件数は5,709件（5,392件（11年度））。
� ストックについては、容量・件数ともに病院での設置が多く、飲食店、福祉施設も件数の面では多く導入されている

用途であるものの、1件あたりの規模が小さいため、容量への寄与度は小さい。
� 2012年単度についてはほぼ全ての用途で増加しており、特に病院は容量・件数ともに増加、件数では飲食店、福

祉施設、学校も増加している。

事務所事務所事務所事務所 病院病院病院病院 地冷地冷地冷地冷 複合複合複合複合 物販物販物販物販 レジャーレジャーレジャーレジャー 宿泊宿泊宿泊宿泊 研修研修研修研修
研究研究研究研究

学校学校学校学校 スポーツスポーツスポーツスポーツ 福祉福祉福祉福祉
施設施設施設施設

飲食店飲食店飲食店飲食店

1111件当たり件当たり件当たり件当たり
容量（容量（容量（容量（kWkWkWkW））））

545545545545 269269269269 3,3503,3503,3503,350 1,0481,0481,0481,048 266266266266 93939393 117117117117 570570570570 272272272272 58585858 19191919 6666

用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千kWkWkWkW））））2012201220122012年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量
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２－４２－４２－４２－４ 天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（産業用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（産業用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（産業用）天然ガスコージェネのセグメント別普及実態（産業用）

� 2012年度における産業用の累積設置容量は353万kW（331万kW（11年度））、件数は947件（866件（11年度））であり、
主な導入先は化学、機械、食品等、熱需要の多い分野が中心となっている。

� 2012年単年度については、電機以外のほぼ全ての業種において、設置容量・件数とも増加した。なお、容量について
は、機械・化学分野で増加が大きく、件数の面では食品も増加している。

� 2012年度は発電効率の高いガスエンジンタイプが多く導入されており、電力需給対策が購買要因と推察される。

用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千用途別設置容量推移（千kWkWkWkW））））2012201220122012年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量年度用途別累積コージェネ設置容量

化学化学化学化学 機械機械機械機械 食品食品食品食品 鉄鋼鉄鋼鉄鋼鉄鋼 電機電機電機電機 パルプパルプパルプパルプ 印刷印刷印刷印刷 金属金属金属金属 窯業窯業窯業窯業 繊維繊維繊維繊維 非鉄非鉄非鉄非鉄

1111件当たり容件当たり容件当たり容件当たり容
量（千量（千量（千量（千kWkWkWkW）））） 4.84.84.84.8 4.24.24.24.2 1.81.81.81.8 3.63.63.63.6 6.66.66.66.6 7.57.57.57.5 1.21.21.21.2 1.41.41.41.4 2.12.12.12.1 0.90.90.90.9 2.02.02.02.0
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 九州経済産業局エリアにおける普及実態九州経済産業局エリアにおける普及実態九州経済産業局エリアにおける普及実態九州経済産業局エリアにおける普及実態

� 九州経済産業局エリアにおける天然ガスコージェネの普及実態（2012年度累積導入容量）は、業務用4.4万kW、産
業用9.2万kWとなっている。

■業務用・用途別設置状況 ■産業用・業種別設置状況
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３．コージェネレーションシステムが３．コージェネレーションシステムが３．コージェネレーションシステムが３．コージェネレーションシステムが
提供する価値について提供する価値について提供する価値について提供する価値について
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需要家システムとしての社会価値需要家システムとしての社会価値 供給システムとしての社会価値供給システムとしての社会価値

① 大幅な省エネルギー・ＣＯ２削減を実現

・発電時に発生する廃熱を有効利用する
ことで、75～80％の総合効率を実現

② ピークカット効果

・電力需要の大きい時間帯に稼働するこ
とで系統側の負荷低減に貢献

④ 再生可能エネルギーの導入拡大

・出力の不安定な再生可能エネルギー
をコジェネにより出力補完することで導
入を最大限促進

電力需給調整機能

積極的逆潮による発電所建設コスト低減

再生可能Ｅ等

＜＜＜＜イメージイメージイメージイメージ図図図図＞＞＞＞

変動

電気電気電気電気

原子力

一定

需要
変動

コジェネコジェネコジェネコジェネ

需給調整機能需給調整機能需給調整機能需給調整機能

調整火力 蓄
電
池

揚
水
発
電

電気ロスあり

平均効率
40％

総合効率
70～80％

③ 電源セキュリティの向上

・非常時など系統電力からの供給が停
止した場合にも防災負荷や重要負荷
へ電力供給継続が可能

３－１ コージェネレーションシステム普及の社会的意義
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� コージェネは熱および電気を単体で供給する場合との比較において、１５～３０％程度の省エネを実現すること
が可能。

� コージェネの省エネ性を十分に発揮するためには、適切な廃熱用途が存在することが重要であり、一需要場所
での熱利用に加え、熱導管を通じたエリアでの廃熱利用も進められている。

３－２ コージェネの省エネ・省CO２効果（省エネ）
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コージェネレーションの燃料となる都市ガスのクリーン性や廃熱の有効利用により、従来システムに比べてCO2排出
量を約１／３削減する効果あり（対火力平均のケース）。

３－２ コージェネの省エネ・省CO２効果（省CO2）
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出典：「COMBINED HEAT AND POWER Effective Energy Solutions for a Sustainable Future」 Oak Ridge National Laboratory
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コージェネは米国におけるCO２削減に関する費用対効果の研究結果において、費用対効果の高いCO2削減対策と
して評価されている。

CO2削減技術別費用

「米国におけるGHGの削減に関する研究（２００７）」マッキンゼー
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発
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ＣＯ２削減費用がマイナスのものは
投資額を回収できるということを表す

≪参考≫コージェネのCO２削減効果に関する費用便益分析事例
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ コスト等検証小委員会における電源毎の発電コスト評価結果コスト等検証小委員会における電源毎の発電コスト評価結果コスト等検証小委員会における電源毎の発電コスト評価結果コスト等検証小委員会における電源毎の発電コスト評価結果

�コージェネの発電コストは大容量（６ＭＷ程度）のものについては、排熱を有効活用できるケースにおいて、大規模集
中火力との比較で遜色ないレベルと評価された。

�業務用分野（５００ｋＷ程度）や家庭用分野（１ｋＷ以下）については、導入促進に向けたインセンティブ強化が望まれ
るところ。
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３－３３－３３－３３－３ コージェネレーションシステムのピークカット効果コージェネレーションシステムのピークカット効果コージェネレーションシステムのピークカット効果コージェネレーションシステムのピークカット効果

� 電力需要のピーク時に稼動させ、夏期昼間などの電力供給のピークを抑制。個々のお客さまは契約電力量（基
本料金）を下げることが可能。また、受変電設備の軽減を図ることによりイニシャルコストの低減、省スペースを
実現可能。

� 2014年4月施行の改正省エネ法において、ピーク時間帯の系統電力消費の削減による省エネ量を割増評価す

ることが決まっており、コージェネのピークカット効果についても法制度の面から高く評価されることとなる。
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３－４３－４３－４３－４ 電源セキュリティの向上電源セキュリティの向上電源セキュリティの向上電源セキュリティの向上

� 有事の際も機能継続が求められる重要施設において、系統電力、コージェネ、非常用発電機による電源の多重
かを図ることにより、重要負荷等に対し長時間にわたり安定した電力供給が可能。

� コージェネレーションを常用防災兼用とすることで、有事の際の確実な作動と燃料貯蔵スペースを不要とするこ
とも可能。
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 常用防災兼用ガスコージェネについて常用防災兼用ガスコージェネについて常用防災兼用ガスコージェネについて常用防災兼用ガスコージェネについて
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 防災性の観点におけるコージェネ普及政策（米国）防災性の観点におけるコージェネ普及政策（米国）防災性の観点におけるコージェネ普及政策（米国）防災性の観点におけるコージェネ普及政策（米国）
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 停電による社会損失の資産例停電による社会損失の資産例停電による社会損失の資産例停電による社会損失の資産例

停電によりあらゆる業種で損失が発生

BCPの策定及びBCMの実施において、電力途絶に関す
る定量的な分析がなされるべき。

出典：2005年11月電中研調査資料
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３－５３－５３－５３－５ 再生可能エネルギーの導入拡大再生可能エネルギーの導入拡大再生可能エネルギーの導入拡大再生可能エネルギーの導入拡大

� 太陽光発電等の再生可能エネルギーの間欠性に対し、負荷追従性に優れるコージェネを変動補完に活用する
ことで、系統安定化に要するコストを軽減できる可能性あり。

� 経済産業省主管の「分散型エネルギーシステム複合化最適実証（平成22～24年度）」においても、太陽光発電

の変動に対するガスエンジンの補完効果が一定程度確認されている。

コージェネを活用した再生可能エネルギーの変動補完のイメージと実証データコージェネを活用した再生可能エネルギーの変動補完のイメージと実証データコージェネを活用した再生可能エネルギーの変動補完のイメージと実証データコージェネを活用した再生可能エネルギーの変動補完のイメージと実証データ



25

The Japan Gas Association

© 2013 The Japan Gas Association

４．コージェネレーションシステムの４．コージェネレーションシステムの４．コージェネレーションシステムの４．コージェネレーションシステムの
導入形態及び具体的事例導入形態及び具体的事例導入形態及び具体的事例導入形態及び具体的事例
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（（（（１１１１））））天然天然天然天然ガスのガスのガスのガスの高度利用高度利用高度利用高度利用のののの推進推進推進推進

①低炭素エネルギーの選択

（天然ガスへの燃料転換）

②エネルギー高度利用

（高効率化、電力ピークカット・節電への
貢献、分散型エネルギーシステム推進）

③ＢＣMの強化

（（（（２２２２））））再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー等等等等のののの活用活用活用活用

再生可能エネルギー等の安定的かつ効率
的利用のためのシステム化

（（（（３３３３））））面面面面・ネットワーク・コミュニ・ネットワーク・コミュニ・ネットワーク・コミュニ・ネットワーク・コミュニ
ティーレベルのティーレベルのティーレベルのティーレベルの対策対策対策対策

（（（（４４４４））））スマートエネルギーネットスマートエネルギーネットスマートエネルギーネットスマートエネルギーネット
ワークワークワークワーク化化化化

「省エネルギー」「省エネルギー」「省エネルギー」「省エネルギー」 「再生可能エネルギー等利用」「再生可能エネルギー等利用」「再生可能エネルギー等利用」「再生可能エネルギー等利用」

「「「「点点点点
」」」」

「「「「面面面面
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」」」」

熱・電気の面的利用よる低炭素化の推進
- 建物間～地域レベル

- 地域・都市計画まで含めた計画

①電気・熱のネットワーク化による全体最適・
エネルギーセキュリティ向上

②最適エネルギーマネジメント
（見える化・IT活用によるスマート化）

エネルギー利用の質的側面エネルギー利用の質的側面エネルギー利用の質的側面エネルギー利用の質的側面

エ
ネ
ル
ギ
ー
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ー
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用
利
用
利
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のののの
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面
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面

空
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面

空
間
的
側
面

４－１４－１４－１４－１ コージェネを核としたエネルギーシステムの発展形態コージェネを核としたエネルギーシステムの発展形態コージェネを核としたエネルギーシステムの発展形態コージェネを核としたエネルギーシステムの発展形態

� 建物単位でのコージェネを導入（点のエネルギー効率化）を起点に、再生可能エネルギーの組み込みや面的な
エネルギー利用へと分散型エネルギーを展開し、街区単位での低炭素化につなげていく。

� 最終的にはエネルギーマネジメントシステム（EMS）を組み合わせることにより、スマートエネルギーネットワーク

へと発展させていく。
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ スマートエネルギーネットワークのコンセプトスマートエネルギーネットワークのコンセプトスマートエネルギーネットワークのコンセプトスマートエネルギーネットワークのコンセプト

系統電力系統電力系統電力系統電力
ネットワークネットワークネットワークネットワーク

ガスガスガスガス
コージェネコージェネコージェネコージェネ

ガスガスガスガス
コージェネコージェネコージェネコージェネ

エネルギーセキュリティの向上 系統電力の負荷軽減系統電力の負荷軽減系統電力の負荷軽減系統電力の負荷軽減
＋省エネ・低炭素化＋省エネ・低炭素化＋省エネ・低炭素化＋省エネ・低炭素化

風力風力風力風力
発電発電発電発電

再生可能・未利用エネルギー
の普及拡大

バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス
発電発電発電発電

分散型エネルギー
システムの
普及拡大

天然ガス天然ガス天然ガス天然ガス
パイプラインパイプラインパイプラインパイプライン

熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク熱供給ネットワーク
による熱の面的融通による熱の面的融通による熱の面的融通による熱の面的融通

省エネ・低炭素エネルギーマネジメント

太陽光太陽光太陽光太陽光
（電気・熱）（電気・熱）（電気・熱）（電気・熱）

ガスガスガスガス
コージェネコージェネコージェネコージェネ災害時等における災害時等における災害時等における災害時等における

重点施設･周辺地域重点施設･周辺地域重点施設･周辺地域重点施設･周辺地域
へのへのへのへの電力･熱の供給電力･熱の供給電力･熱の供給電力･熱の供給

運輸部門での
エネルギー多様化

天然ガススタンド天然ガススタンド天然ガススタンド天然ガススタンド
水素ステーション水素ステーション水素ステーション水素ステーション 天然ガス自動車天然ガス自動車天然ガス自動車天然ガス自動車 燃料電池自動車燃料電池自動車燃料電池自動車燃料電池自動車

⇒中長期的な水素社会に向けた供給ｲﾝﾌﾗの整備

燃料電池燃料電池燃料電池燃料電池

ガスガスガスガス
空調空調空調空調

� 省エネ加速、再生エネ推進、セキュリティ強化に向けて、コージェネを核としたスマートエネルギーネットワークを構
築し、「街の減災・防災対策」や「需要家のエネルギー選択拡大」に対応。

� 当該システムをコンパクトシティ化と組み合わせることで、地域活性化にも貢献可能。

The Japan Gas Association
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４－２４－２４－２４－２ コージェネのスマートコミュニティへの展開に向けた類型コージェネのスマートコミュニティへの展開に向けた類型コージェネのスマートコミュニティへの展開に向けた類型コージェネのスマートコミュニティへの展開に向けた類型
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某スポーツ施設）具体的な導入事例（某スポーツ施設）具体的な導入事例（某スポーツ施設）具体的な導入事例（某スポーツ施設）

一般的にスポーツ施設の熱負荷には冷暖房の他、給湯・プール加温・風呂加温などがある。建物規模に対して、熱一般的にスポーツ施設の熱負荷には冷暖房の他、給湯・プール加温・風呂加温などがある。建物規模に対して、熱一般的にスポーツ施設の熱負荷には冷暖房の他、給湯・プール加温・風呂加温などがある。建物規模に対して、熱一般的にスポーツ施設の熱負荷には冷暖房の他、給湯・プール加温・風呂加温などがある。建物規模に対して、熱
負荷が著しく大きくなる傾向であるため廃熱利用率が高まり、省エネ・省ＣＯ負荷が著しく大きくなる傾向であるため廃熱利用率が高まり、省エネ・省ＣＯ負荷が著しく大きくなる傾向であるため廃熱利用率が高まり、省エネ・省ＣＯ負荷が著しく大きくなる傾向であるため廃熱利用率が高まり、省エネ・省ＣＯ2222と経済性を発揮できる。と経済性を発揮できる。と経済性を発揮できる。と経済性を発揮できる。

イメージフロー

東京ガスホームページ等より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（病院：具体的な導入事例（病院：具体的な導入事例（病院：具体的な導入事例（病院：250床）床）床）床）

冷暖房
空調

都市ガス

ジェネライト35kW×4

電力

ジェネリンク 280RT×2

発電

排熱
油 非常用発電機

貯湯槽
電力

（防災負荷）

厨房（回転釜・立炊等）厨房（回転釜・立炊等）厨房（回転釜・立炊等）厨房（回転釜・立炊等）

系統電力

システム図システム図システム図システム図

施主としてのニーズは①市民病院としての事業継続性（エネルギー源・電源の多重化）、②電力のピークカット
（CGS・NCによる省電力化）、③環境への配慮（省ＣＯ2）、④採算の取れる運営（ランニングコストメリット）⇒小型コ
ジェネ等の導入（2012年8月開所）。

日本ガス協会資料より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某公立学校）具体的な導入事例（某公立学校）具体的な導入事例（某公立学校）具体的な導入事例（某公立学校）

� 当校では公立中学校の先導的なモデル校になるべく最先端の設備を導入。その中で都市ガス
設備は地域の防災拠点としての役割を果たすため、エネルギーの多重化等に貢献している。

� エネルギー供給を止めないことを重視し、耐震強度に優れた中圧ガス導管から供給を受けてい
る。また、停電対応コージェネレーション（35ｋＷ×2台）により、停電時にも選択した負荷へ電気
を供給することが可能。平常時にはガスコージェネの廃熱が温水プールの加温等に利用され省
エネを実現。

商用電力
(高圧)

電力
（低圧)

給湯

都市ガス
(低圧)

排熱温水

都市ガス
（中圧)

コジェネによる
発電電力

排熱温水

照明、
 コンセント等

プール加温

受変電
設備

コージェネ
レーション
システム

貯湯槽

貯湯槽

高効率
ボイラー

厨房
（涼厨）

整圧器

プール
シャワー

コージェネレーション設備（35ｋＷ） ガスガバナ（整圧器）

建築設備士2012年11月号より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）

【【【【従来の停電対応コージェネシステム従来の停電対応コージェネシステム従来の停電対応コージェネシステム従来の停電対応コージェネシステム】】】】 【【【【ジェネスマート導入時のコージェネシステムジェネスマート導入時のコージェネシステムジェネスマート導入時のコージェネシステムジェネスマート導入時のコージェネシステム】】】】

従来は自立運転時に電気を供給する負荷
をあらかじめ設定し、それ以外の負荷を自
立運転時に遮断。

あらかじめ設定した優先度の高い負荷に電
気を供給した上で発電能力に余力がある場
合には、その他の負荷にも電気を供給する
ことができるというメリットがある。

� 東京ガスは、東日本大震災以降、社会的要請が高まっている地域の災害対応力向上に貢献するため、停電時に
コージェネを効果的に運用するための制御装置「ジェネスマート」を開発。

� 「ジェネスマート」は、鹿島建設がスマートエネルギーネットワークの構築を進める大型複合施設「東京イースト21」
に導入。

鹿島建設ホームページ等より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某集合住宅）具体的な導入事例（某集合住宅）具体的な導入事例（某集合住宅）具体的な導入事例（某集合住宅）

© 2013The Japan Gas Association
※非常のガスコージェネによる発電は、ガスが供給されている必要があります。

停電時

【【【【ダブル創エネのシステム概念図ダブル創エネのシステム概念図ダブル創エネのシステム概念図ダブル創エネのシステム概念図】】】】 【【【【停電時の電力供給イメージ停電時の電力供給イメージ停電時の電力供給イメージ停電時の電力供給イメージ】】】】

※ガスコージェネによる発電された電力は、通常時は各住宅に供給されます。

� 積水ハウスは「グランドメゾン狛江」において、太陽熱利用ガス温水システムとガスコージェネの２つのシステムが
作り出すエネルギーを活用し省ＣＯ2を実現（ダブル創エネ）。また、災害時の安全・安心を高めるため、自家発電
機に加え、ガスコージェネ（停電対応型）を導入。

� 停電時の電源バックアップを行い、避難拠点となる共用施設の照明・電源コンセント・給水ポンプ・一部のエレベー
ターに電力を供給。

積水ハウス「グランメゾン狛江」ホームページ等より抜粋

34

The Japan Gas Association

© 2013 The Japan Gas Association

特定電気事業及び熱供給事業を行う事業会社として特定電気事業及び熱供給事業を行う事業会社として特定電気事業及び熱供給事業を行う事業会社として特定電気事業及び熱供給事業を行う事業会社として､､､､2000200020002000年年年年8888月に森ビルと東京ガスの出資により月に森ビルと東京ガスの出資により月に森ビルと東京ガスの出資により月に森ビルと東京ガスの出資により｢｢｢｢六六六六
本木エネルギーサービス本木エネルギーサービス本木エネルギーサービス本木エネルギーサービス｣｣｣｣を設立。を設立。を設立。を設立。2003200320032003年年年年4444月竣工。月竣工。月竣工。月竣工。

発電設備発電設備発電設備発電設備 ：：：：38,660kW38,660kW38,660kW38,660kW
冷熱源設備冷熱源設備冷熱源設備冷熱源設備：：：：240,516GJ/h240,516GJ/h240,516GJ/h240,516GJ/h（（（（19,000RT19,000RT19,000RT19,000RT））））
温熱源設備温熱源設備温熱源設備温熱源設備：：：：179,658GJ/h179,658GJ/h179,658GJ/h179,658GJ/h（（（（79.6t/h79.6t/h79.6t/h79.6t/h））））

系統系統系統系統からからからから独立独立独立独立してしてしてして電力電力電力電力・・・・熱供給熱供給熱供給熱供給

3.113.113.113.11以降以降以降以降 外資系入居多数外資系入居多数外資系入居多数外資系入居多数

４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（六本木ヒルズ）具体的な導入事例（六本木ヒルズ）具体的な導入事例（六本木ヒルズ）具体的な導入事例（六本木ヒルズ）

森ビルホームページ「六本木ヒルズ：コンセプト・開発経緯」より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（長岡消防本部庁舎）具体的な導入事例（長岡消防本部庁舎）具体的な導入事例（長岡消防本部庁舎）具体的な導入事例（長岡消防本部庁舎）

� 平成平成平成平成16161616年に発生した新潟県中越地震の被災を教訓として建設。年に発生した新潟県中越地震の被災を教訓として建設。年に発生した新潟県中越地震の被災を教訓として建設。年に発生した新潟県中越地震の被災を教訓として建設。
� 当該地区は当該地区は当該地区は当該地区は““““長岡防災シビックコア地区長岡防災シビックコア地区長岡防災シビックコア地区長岡防災シビックコア地区““““と呼ばれ、都市の防災性向上を目指し地域住民と行政とが一体となり整と呼ばれ、都市の防災性向上を目指し地域住民と行政とが一体となり整と呼ばれ、都市の防災性向上を目指し地域住民と行政とが一体となり整と呼ばれ、都市の防災性向上を目指し地域住民と行政とが一体となり整

備されており、消防署の他に市民防災センターや防災公園等がある。防災性向上の一つとして、ガスコージェネ備されており、消防署の他に市民防災センターや防災公園等がある。防災性向上の一つとして、ガスコージェネ備されており、消防署の他に市民防災センターや防災公園等がある。防災性向上の一つとして、ガスコージェネ備されており、消防署の他に市民防災センターや防災公園等がある。防災性向上の一つとして、ガスコージェネ
レーション（停電対応機）が採用、経済産業省「天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事業」にも採択された。レーション（停電対応機）が採用、経済産業省「天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事業」にも採択された。レーション（停電対応機）が採用、経済産業省「天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事業」にも採択された。レーション（停電対応機）が採用、経済産業省「天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事業」にも採択された。

長岡市消防本部長岡市消防本部長岡市消防本部長岡市消防本部 外観外観外観外観

長岡消防本部庁舎の設計コンセプトは「エネルギー供
給の安定性」⇒「複合型のエネルギー供給システム
の構築（いずれかのエネルギー供給がストップしても
対応が可能）

日本ガス協会資料より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（事務所ビル・宿泊施設の熱融通の例）具体的な導入事例（事務所ビル・宿泊施設の熱融通の例）具体的な導入事例（事務所ビル・宿泊施設の熱融通の例）具体的な導入事例（事務所ビル・宿泊施設の熱融通の例）

一次エネルギー消費量一次エネルギー消費量一次エネルギー消費量一次エネルギー消費量 約約約約32％％％％削減削減削減削減
CO2排出削減効果排出削減効果排出削減効果排出削減効果 約約約約29％％％％削減削減削減削減

• 集熱余剰分を隣接建物に融通集熱余剰分を隣接建物に融通集熱余剰分を隣接建物に融通集熱余剰分を隣接建物に融通
ポンプ動力は太陽光発電分で賄うポンプ動力は太陽光発電分で賄うポンプ動力は太陽光発電分で賄うポンプ動力は太陽光発電分で賄う

熱源機群熱源機群熱源機群熱源機群

太陽熱太陽熱太陽熱太陽熱

集熱器集熱器集熱器集熱器

ガスぽっとガスぽっとガスぽっとガスぽっと

熊谷熊谷熊谷熊谷

TOKYO GASTOKYO GAS

太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電
パネルパネルパネルパネル
(検討中検討中検討中検討中)

熱融通配管熱融通配管熱融通配管熱融通配管

（検討中）（検討中）（検討中）（検討中）

期待される効果期待される効果期待される効果期待される効果
（従来設備比）（従来設備比）（従来設備比）（従来設備比）

●●●●建物間での再生可能エネの融通建物間での再生可能エネの融通建物間での再生可能エネの融通建物間での再生可能エネの融通

太陽熱駆動型太陽熱駆動型太陽熱駆動型太陽熱駆動型
吸収冷凍機吸収冷凍機吸収冷凍機吸収冷凍機

太陽熱集熱太陽熱集熱太陽熱集熱太陽熱集熱
パネル（パネル（パネル（パネル（47kW））））

ソーラークーリングシステム

住宅･建築物省住宅･建築物省住宅･建築物省住宅･建築物省CO2推進モデル事業採択物件推進モデル事業採択物件推進モデル事業採択物件推進モデル事業採択物件

ｿｰﾗｰｸｰﾘﾝｸﾞ対応ｿｰﾗｰｸｰﾘﾝｸﾞ対応ｿｰﾗｰｸｰﾘﾝｸﾞ対応ｿｰﾗｰｸｰﾘﾝｸﾞ対応
ガス吸収冷温水機ガス吸収冷温水機ガス吸収冷温水機ガス吸収冷温水機

高効率太陽熱集熱器高効率太陽熱集熱器高効率太陽熱集熱器高効率太陽熱集熱器

設備計画のコンセプトとしては
⇒ 太陽熱集熱器で集めた熱を冷暖房に有効活用
⇒ 「ソーラークーリングシステム」 ＋ 隣接する建物間で熱エネルギーを融通

東京ガス資料より抜粋



37

The Japan Gas Association

© 2013 The Japan Gas Association

４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（医療施設等の面的融通の例）具体的な導入事例（医療施設等の面的融通の例）具体的な導入事例（医療施設等の面的融通の例）具体的な導入事例（医療施設等の面的融通の例）

設備計画のコンセプトとしては
⇒ 建物間や街区単位で面的利用を行い、高負荷率・高効率運転を実現

（部分負荷回避による高効率運転、CGSの設計等）

エリア面積：エリア面積：エリア面積：エリア面積：3.5 ha
延床面積：約延床面積：約延床面積：約延床面積：約4万万万万m2 （（（（3建物計）建物計）建物計）建物計）
事業期間：事業期間：事業期間：事業期間：2006年年年年4月から月から月から月から9年間年間年間年間

・・・・ESCOESCOESCOESCO事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用
・・・・最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を
融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避

・・・・ESCOESCOESCOESCO事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用事業者が設備を所有・運用
・・・・最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を最適に運用し、建物間で電気・熱を
融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避融通→非効率な部分負荷運転を回避

08年度実績年度実績年度実績年度実績
エネルギー消費量エネルギー消費量エネルギー消費量エネルギー消費量

（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ）（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ）（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ）（一次ｴﾈﾙｷﾞｰ）
合計合計合計合計19.2％％％％削減削減削減削減

リハビリリハビリリハビリリハビリ
センターセンターセンターセンター

総合医療総合医療総合医療総合医療
センターセンターセンターセンター

ラポールラポールラポールラポール

排熱投入型排熱投入型排熱投入型排熱投入型
吸収冷温水機吸収冷温水機吸収冷温水機吸収冷温水機
（（（（COP=1.29））））ガスエンジンガスエンジンガスエンジンガスエンジン

（効率（効率（効率（効率40.5%(LHV)））））

●●●●建物間融通－建物間融通－建物間融通－建物間融通－横浜３施設横浜３施設横浜３施設横浜３施設ESCOESCOESCOESCO事業事業事業事業

東京ガス資料より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某商業施設）具体的な導入事例（某商業施設）具体的な導入事例（某商業施設）具体的な導入事例（某商業施設）

� 本施設における施主ニーズは、省エネ・省CO2と防災対応を両立した「防災対応型エコストアの実現」であり、コー
ジェネ廃熱の融通（平常時）×防災エリアへの給電（非常時）により当該ニーズを実現。

� 非常時（停電時）、スーパーマーケットエリアは営業を継続し（BCP）、食料品等の支援物資供給を通じた地域防災
に貢献可能。

非常時のエネルギー供給イメージ

大阪ガスホームページ等より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（具体的な導入事例（具体的な導入事例（具体的な導入事例（F-Grid））））

�系統電力とコージェネレーションシステムを組み合わせ電原セキュリティを向上
�コージェネレーションの廃熱を地域にも融通（植物工場等）

次世代エネルギー・社会システム協議会（第15回）より抜粋
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４－３４－３４－３４－３ 具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）具体的な導入事例（某複合施設の場合）

� 田町駅東口北地区では、港区の「田町駅東口北地区街づくりビジョン」に基づき、港区、愛育病院、
エネルギーアドバンス、東京ガス等が官民連携。

� エネルギーの面的利用や未利用エネルギー等の活用を行ったスマートエネルギーネットワークを
構築し、環境性・防災性に優れた複合市街地を形成。

太陽熱集熱器を設置し、コージェネ廃熱と合わせ、通年で空調に利用。歩行者に対して
太陽熱利用の「見せる化」を実施。また、太陽光発電の出力変動をコージェネにより平準
化。

東京ガスホームページ等より抜粋
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５．コージェネに対する普及促進策の現状５．コージェネに対する普及促進策の現状５．コージェネに対する普及促進策の現状５．コージェネに対する普及促進策の現状
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５－１５－１５－１５－１ 国による導入補助事業の例国による導入補助事業の例国による導入補助事業の例国による導入補助事業の例

ガスコージェネレーションは省エネ、環境保全に寄与するものとして、国が補助金により普

及を促進。

平成２５年度 経済産業省予算案ＰＲ資料「分散型電源導入促進事業費補助金」249.7億円（新規）
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５－２５－２５－２５－２ 税制面からの支援策（グリーン投資減税等）税制面からの支援策（グリーン投資減税等）税制面からの支援策（グリーン投資減税等）税制面からの支援策（グリーン投資減税等）

ガスコージェネレーションは取得価額の7％相当額を法人税額から控除または取得価額の

30％相当額の特別償却のいずれかを選択することが可能（Ｈ２５年度から３０％の特別償

却が１００％の即時償却に変更）。また、Ｈ２５年度からは固定資産税の特例措置が創設。

７％税額控除（中小企業）又は即時償却７％税額控除（中小企業）又は即時償却７％税額控除（中小企業）又は即時償却７％税額控除（中小企業）又は即時償却

７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却

�太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備

７％７％７％７％税額控除（中小企業）又は税額控除（中小企業）又は税額控除（中小企業）又は税額控除（中小企業）又は即時償却即時償却即時償却即時償却
平成平成平成平成27272727年年年年3333月月月月31313131日までの適用期限日までの適用期限日までの適用期限日までの適用期限

�熱併給型動力発生装置（ｺｰｼﾞｪﾈ）熱併給型動力発生装置（ｺｰｼﾞｪﾈ）熱併給型動力発生装置（ｺｰｼﾞｪﾈ）熱併給型動力発生装置（ｺｰｼﾞｪﾈ）
�熱併給型動力発生装置（熱併給型動力発生装置（熱併給型動力発生装置（熱併給型動力発生装置（GHP））））

�ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ） 等等等等

７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却７％税額控除（中小企業）又は３０％特別償却
平成平成平成平成28282828年年年年3333月月月月31313131日までの適用期限日までの適用期限日までの適用期限日までの適用期限

平成平成平成平成25年度年度年度年度

�ＧＨＰＧＨＰＧＨＰＧＨＰ
�ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ）ガス冷房装置（ＮＣ）
※※※※経産省は、蓄電池や下水熱利用設備等を対経産省は、蓄電池や下水熱利用設備等を対経産省は、蓄電池や下水熱利用設備等を対経産省は、蓄電池や下水熱利用設備等を対
象設備として要望象設備として要望象設備として要望象設備として要望

�コージェネコージェネコージェネコージェネ
�太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備太陽光発電・風力発電設備

コージェネレーションに係る固定資産税にコージェネレーションに係る固定資産税にコージェネレーションに係る固定資産税にコージェネレーションに係る固定資産税に
ついて、課税標準を最初の３年間、課税標ついて、課税標準を最初の３年間、課税標ついて、課税標準を最初の３年間、課税標ついて、課税標準を最初の３年間、課税標
準となるべき価格の５／６に軽減する。（平準となるべき価格の５／６に軽減する。（平準となるべき価格の５／６に軽減する。（平準となるべき価格の５／６に軽減する。（平
成２５年度から２年間の措置）成２５年度から２年間の措置）成２５年度から２年間の措置）成２５年度から２年間の措置）
※※※※対象はグリーン投資減税と同スペックの予定対象はグリーン投資減税と同スペックの予定対象はグリーン投資減税と同スペックの予定対象はグリーン投資減税と同スペックの予定 課税

標準
5/6

5/6 5/6

税負担＝課税
標準×税率

グ
リ
ー
ン
投
資
減
税

固
定
特
例

１年目 ２年目 ３年目

※補助金との重複適用は認められなくなる（コージェネ以外の設備も同様）。コージェネの総合効率７２％以上（現在は７０％以上）にスペックアップ。
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５－２５－２５－２５－２ 設備投資減税について設備投資減税について設備投資減税について設備投資減税について

・設備投資減税は、8月下旬から9月上旬に税調で議論、9月下旬から10月上旬に「成長戦略に特化し
た税制大綱」を決定、10月中旬～10月下旬に産業競争力特化法（臨時国会）にて決定される見込み。

・現在、設備税制の中身については流動的であるが、グリーン投資減税のように中小企業だけでなく、
大企業にもメリットのある内容も検討されている（例えば、大企業3％等）

・同時にMETIは「中小企業投資促進税制」の新設も検討している観点から、本設備投資減税について
は中小企業の税額控除率（7%）を下げる案等も出ている。

平成26年度概算要求資料
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５－３５－３５－３５－３ 分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設

�2012201220122012年年年年6666月に創設され、月に創設され、月に創設され、月に創設され、2013201320132013年年年年5555月末における約定件数は月末における約定件数は月末における約定件数は月末における約定件数は9999件。件。件。件。

�分散型・グリーン売電市場は、市場参加へのハードル軽減に向けて、「最小売買単位制限なし」、「入会金・手数料分散型・グリーン売電市場は、市場参加へのハードル軽減に向けて、「最小売買単位制限なし」、「入会金・手数料分散型・グリーン売電市場は、市場参加へのハードル軽減に向けて、「最小売買単位制限なし」、「入会金・手数料分散型・グリーン売電市場は、市場参加へのハードル軽減に向けて、「最小売買単位制限なし」、「入会金・手数料

等の取引コストは当面無料」、「整形・出なりの双方を売買可能」等の配慮がなされている。等の取引コストは当面無料」、「整形・出なりの双方を売買可能」等の配慮がなされている。等の取引コストは当面無料」、「整形・出なりの双方を売買可能」等の配慮がなされている。等の取引コストは当面無料」、「整形・出なりの双方を売買可能」等の配慮がなされている。

�基本的な売買の仕組みは、掲示板取引による分散型電源ユーザー等からの売電依頼受付とマッチング（売買条件基本的な売買の仕組みは、掲示板取引による分散型電源ユーザー等からの売電依頼受付とマッチング（売買条件基本的な売買の仕組みは、掲示板取引による分散型電源ユーザー等からの売電依頼受付とマッチング（売買条件基本的な売買の仕組みは、掲示板取引による分散型電源ユーザー等からの売電依頼受付とマッチング（売買条件

については相対交渉）であり、買い手選択の容易性が主要なメリットとのこと。については相対交渉）であり、買い手選択の容易性が主要なメリットとのこと。については相対交渉）であり、買い手選択の容易性が主要なメリットとのこと。については相対交渉）であり、買い手選択の容易性が主要なメリットとのこと。

�都市ガス業界は、コージェネユーザーへの情報提供やアグリゲートによる売電条件の良化等、本市場の活性化に都市ガス業界は、コージェネユーザーへの情報提供やアグリゲートによる売電条件の良化等、本市場の活性化に都市ガス業界は、コージェネユーザーへの情報提供やアグリゲートによる売電条件の良化等、本市場の活性化に都市ガス業界は、コージェネユーザーへの情報提供やアグリゲートによる売電条件の良化等、本市場の活性化に

向けた貢献方法を検討していく。向けた貢献方法を検討していく。向けた貢献方法を検討していく。向けた貢献方法を検討していく。

取引のフロー市場の特徴

�最小売買単位撤廃、取引諸費用なし

�販売価格・量・期間等を任意設定可能
（出なり・整形単体、整形＋出なり合成の
販売が可能）

�インバランス負担の有無設定可能（リ
スク見合いで価格等の条件に反映）

�買い手はJEPX会員、JEPXの役割は
マッチング（詳細条件は相対交渉）

�同一供給区域の電源をアグリゲートし
て販売可能

�定期的に約定結果については情報開
示予定。

�グリーン電力の卸電力試行取引につい
ては、本市場に統合

出所：METIプレスリリース資料より抜粋
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５－３５－３５－３５－３ 特定供給の要件緩和特定供給の要件緩和特定供給の要件緩和特定供給の要件緩和

出所：METIプレスリリース資料より抜粋
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５－３５－３５－３５－３ 分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設分散型・グリーン売電市場の創設

出所：METI電力システム改革説明資料より抜粋
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エリア 自治体 分類 取組み・施策の名称 概要 その他

北海
道

札幌市

補助
事業

札幌・エネルギーecoプロ
ジェクト（平成25年度）

・中小企業を対象に、「太陽光、ペレットストーブ、ガスコージェネ、GHP

等」の導入を補助
・天然ガス・LPガスを燃料とし、かつ総合効率低位で80％以上が条件

補助率1/10

（上限150万円

その
他

札幌市再生可能エネル
ギー導入のご紹介（冊子）

・天然ガスコージェネレーションを革新的なエネルギー高度利用技術とし
て再生可能エネルギー等に。札幌ドーム、札幌市立大学の事例紹介

その
他

経産省「次世代エネル
ギー・社会システム実証
事業地域」への公募

・北海道ガス、札幌市、札幌エネルギー供給、NTT-F、北海道熱供給にて

次世代エネルギー・社会システム実証事業地域に対し、「札幌市版ス
マートエネルギーネットワーク計画」を応募（惜しくも落選）。
・その後、NEDOの札幌市版スマートエネルギーネットワークにおける最

適化統合制御についてフィージビリティスタディを実施。
・これらの取り組みを通じ、札幌市のスマートエネルギーネットワークへ
の理解が進み、他の都市計画に本案が反映されつつある。

東北

宮城県
補助
事業

新エネルギー設備導入支
援事業（平成25年度）

・太陽光、風力、バイオマス、天然ガスコージェネレーション等の新エネ
導入設備へ補助
・発電出力10kW以上、省エネルギー率10％以上が条件

補助率1/3（上
限1000万円

仙台市
補助
事業

仙台☆スマートハウス補
助金（平成25年度）

・太陽光＋蓄電池＋省エネ機器（エネファーム、エコウィル等）の3点セッ

トを導入することを条件に補助

補助率1/3（上
限30万円）

関東 東京都

政策

「2020年の東京」（平成23

年12月策定）へのアクショ
ンプログラム2013（以後
AP13と記載）

・8つの重点事業の一つである「電力エネルギー改革の推進」の中で、

「自立・分散型電源の確保」を掲げ、自立発電設備等の導入促進。
・家庭用やオフィスビル等に、コージェネレーションシステムとHEMS・
BEMSの組合せ導入等を支援

全体で3ヵ年
640億円

その
他

AP13を推進するための

リーディングプロジェクト１
・新宿都庁舎への電力供給を多元化し、防災拠点機能の大幅アップ
・平成24年12月25日より新宿地冷内のGT3000kWから自営線により供給

�自治体における個別の取組みは、「低炭素社会に向けた取組みの一環として、再生可能エネルギーとともに、コージェネの普及拡大を推「低炭素社会に向けた取組みの一環として、再生可能エネルギーとともに、コージェネの普及拡大を推「低炭素社会に向けた取組みの一環として、再生可能エネルギーとともに、コージェネの普及拡大を推「低炭素社会に向けた取組みの一環として、再生可能エネルギーとともに、コージェネの普及拡大を推

進する動き」進する動き」進する動き」進する動き」と「分散型電源を地域の防災性向上や電力システム改革の文脈から普及拡大を図る動き」「分散型電源を地域の防災性向上や電力システム改革の文脈から普及拡大を図る動き」「分散型電源を地域の防災性向上や電力システム改革の文脈から普及拡大を図る動き」「分散型電源を地域の防災性向上や電力システム改革の文脈から普及拡大を図る動き」に大別される。

�自治体独自のエネルギー計画や特定設備への補助事業の創設に加え、国の補助事業・実証事業等を活用し、コージェネを組み込んだエ

ネルギーシステムを構築する動きが見られる。なお補助事業の対象については、民生分野、中小企業向けが中心。

48

政策 ・・・コージェネに関わる自治体独自のエネルギー政策等
補助事業・・・コージェネ導入に関わる自治体独自の補助金
その他 ・・・コージェネに関わる研究会、公共物件等

５－４５－４５－４５－４ 自治体による導入支援策①自治体による導入支援策①自治体による導入支援策①自治体による導入支援策①
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エリア 自治体 分類 取組み・施策の名称 概要 その他

関東

東京都

その
他

AP13のリーディングプロジェ

クト２

・臨海副都心への分散型エネルギーネットワークの導入
・大規模発電機を導入し、共同溝に独自の送電網を整備
・地域冷暖房と連携し、排熱を有効活用

検討中

AP13のリーディングプロジェ

クト３
・再開発拠点に「六本木ヒルズ型電力システム」の導入を検討
・民間デベロッパーによる発電システムの導入促進

計画中

AP13のリーディングプロジェ

クト４
・防災公園に非常用ガスエンジン発電機を導入し近接の庁舎・病院へ
自営線で供給（足立区舎人公園）

モデル事業
推進中

補助
事業

AP13の具体化：オフィスビル

向けコージェネレーション導
入補助金（平成25～平成29

年度）

・オフィスビル所有者に対しBEMS設置が条件

・一時滞在施設の確保または省エネルギー診断の受診
・発電50kW以上かつ契約電力10％以上の自立運転可能な高効率CGS

が条件

補助率1/2

（上限3億円
×10件）

港区 政策
地球温暖化対策地域推進計
画（平成25～平成32年度）

・自立分散型エネルギーの導入に向けた検討を実施
・区民への自立分散型エネルギーの啓発および低炭素まちづくり計画
策定に向けた基礎調査を行う。

神奈川
県

政策
かながわスマートエネルギー
構想（平成23年11月）

・分散型エネルギー体系の構築
・2020年までに「創エネ」「省エネ」の割合を20％に

・分散型電源の普及促進（コージェネレーションシステム等）

補助
事業

ガスコージェネレーションシス
テム導入補助金（平成25年

度）

・年間1500kℓ未満の中小規模事業者がガスコージェネレーションを導入

するのを支援
・発電出力10kW未満、燃料は都市ガスかLPガスであること

補助率1/3

（上限350万
円×30件）

中部

愛知県
名古屋

市

その
他

コージェネに関する研究会の
設置

東邦ガスとコージェネ導入促進へ向けた研究会の立ち上げを検討中

四日市
市

補助
事業

中小企業新エネルギー導入
等促進事業（平成25年度）

・太陽光、風力、小型コージェネ、LED照明等への導入補助金

・要件：省エネルギー診断

補助率1/3

（上限500万
円×180件）
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５－４５－４５－４５－４ 自治体による導入支援策②自治体による導入支援策②自治体による導入支援策②自治体による導入支援策②
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エリア 自治体 分類 取組み・施策の名称 概要 その他

中部 三重県
補助
事業

新エネルギー活用システ
ム普及促進事業（平成24

年度）

・太陽光、小型風力、小型コージェネ、バイオマス発電などの新エネ導入設
備へ補助
・「見える化」、10kW未満の小型コージェネレーションが条件

補助率1/10

（上限35万
円×30件）

近畿

滋賀県

政策
滋賀県再生可能エネル
ギー復興戦略プラン（平
成25～29年度）

・「地産地消」「自立分散型」社会の創造を理念に、「低炭素」「地域活性化」
「災害時の代替エネルギー」から再生可能エネルギー等の導入促進。・天
然ガスコージェネは革新的エネルギー高度利用技術として再生可能エネ
ルギー等に位置付け、省エネ、節電、防災対策として評価。

・ガスコジェ
ネ2030年の

導入目標：
2010年の2

倍

補助
事業

事業用再生可能エネル
ギー等導入促進事業（平
成25年度）

・低炭素、地域活性化、防災対策の観点から太陽光、風力、バイオマス、ガ
スコージェネ等への補助
・対象は中小企業者
・発電出力5kW以上

補助率1/3

（上限100万
円×20件）

再生可能エネルギー創
出地域連携化支援事業
（平成25年度）

・再生可能またはスマートコミュニティ事業の計画策定または事業化検証
に対する補助
・県内に事業所を置く民間団体と地方公共団体で構成する協議会が対象

補助率1/2

（上限100万
円×3件）

京都府

政策
京都エコ・エネルギー戦
略（平成25年5月）

・エネルギーの安定供給の確保の文脈において、天然ガスコージェネの省
エネ、節電・ピークカット、電源の分散化の価値を評価。
・2030年度における天然ガスコージェネレーション、燃料電池による年間発
電量を18億kWhへ（2010年度比2.25倍）

補助
事業

中小企業等エネルギー
対策交付金【中長期分】
エネルギー自立化対策
事業（平成25年度）

・コージェネレーション等の創エネ設備を導入する中小企業者を支援
・条件：自社のエネルギー自立化計画を有していること

補助率1/3

（上限2000

万円）

大阪府
大阪市

政策

大阪府温暖化の防止等
に関する条例の一部改
正（平成25年4月1日施

行）

・電気事業者に対する電気の需給状況等の報告の義務付け
・エネルギー使用量の多い需要家に対する電力のピークカット対策の促進
・分散型電源の設置促進
・年間1500kℓ以上の特定事業者に対し新たに電力のピークカット対策を求

め、対策計画書、実績報告書の提出義務化
・2万～15万kWの高効率火力発電設備に対し、府の環境アセスメントの対

象外とする。
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５－４５－４５－４５－４ 自治体による導入支援策③自治体による導入支援策③自治体による導入支援策③自治体による導入支援策③
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エリア 自治体 分類 取組み・施策の名称 概要 その他

近畿

大阪府
大阪市

その
他

おおさかスマートエネルギー
センターの設置（平成25年4

月1日）

・太陽光（屋根貸し含む）、省エネ実証事業、節電アグリゲーション、創
エネ・蓄エネ・省エネの助言を実施。
・府市施設を活用した省エネ設備等実証事業の場を提供

大阪市
その
他

咲洲地区スマートコミュニ
ティ実証事業（継続）

・低炭素まちづくりをテーマに、熱や電気の相互融通、災害時でも電
気と熱が供給可能
・大型ガス発電、太陽光、下水熱、地冷で構成

堺市
補助
事業

業務系事業所省エネ対策支
援事業（平成25年度）

・病院、福祉施設、学校等を対象に、コージェネレーション等に対する
補助金
・特定事業者が対象
・全体で年間CO2排出量5％以上または10t以上削減

補助率1/3

（上限300万
円×10件）

兵庫県
補助
事業

「産業集積条例」による産業
立地促進制度（平成25年度）

・新事業・雇用創出型産業集積促進補助金
・エネルギー対策設備に対する補助金
・対象設備は、太陽光、コージェネ、産業用自家発
・補助要件として設備投資額（土地除く）5千万円以上

補助率1/2

（上限3億円）

中国 広島市
その
他

“ひろしま西風新都“スマート

シティ地区の構築

・「防災拠点としてのコージェネ」＋「ITCを活用した街づくり」をベースに

協議会を開催
・広島ガスとして防災拠点、省エネ、省CO2よりコージェネを提案中。

四国 松山市
その
他

内閣府「特定地域再生事業」
補助金事業

・道後温泉街でのコージェネを中核とするエネルギーネットワーク構築

沖縄 那覇市
その
他

那覇市津波避難ビルへの
コージェネレーション設備導
入提案

・津波や台風避難その他災害避難を目的としたビルへ都市ガス中圧
導管によるコージェネを提案。
・電源喪失（停電）時も電力及び熱（給湯）を安定供給。
・GHPと組み合わせ、災害（停電）時も空調運転可能。
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≪参考≫≪参考≫≪参考≫≪参考≫ 海外におけるコージェネ普及政策の概要海外におけるコージェネ普及政策の概要海外におけるコージェネ普及政策の概要海外におけるコージェネ普及政策の概要

デンマーク ドイツ 英国 フランス ＜参考＞日本

総発電量に対す
るコージェネ比率
（設置容量合計)

４６４６４６４６．．．．１１１１％％％％
（（（（５５５５．．．．６０６０６０６０ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）

１２１２１２１２．．．．５５５５％％％％
（（（（２１２１２１２１．．．．０６０６０６０６ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）

６６６６．．．．４４４４％％％％
（（（（５５５５．．．．４７４７４７４７ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）

３３３３．．．．１１１１％％％％
（（（（６６６６．．．．１３１３１３１３ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）

２２２２.1.1.1.1％％％％
（（（（９９９９．．．．４４４４４４４４ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）ＧＷ）

導入推進の目的
及び特徴

ｴﾈﾙｷﾞｰ安全地域冷暖房需
要を中心に熱電併給システ
ムが広く普及

気候変動目標達成の手
段として20年まで発電量
比倍増（25％)を目指す

CO2削減目標達成・省ｴ
ﾈ実現に向けた短中期的
な重要手段と位置づけ

01年の買取制度の容量
上限引下げにより現在伸
びは鈍化傾向

導入量の8割が産業
用需要であり、昨今
は原油高騰後成長
が鈍化傾向

コージェネの
政策的位置づけ

79年 熱供給法 （自治
体に検討義務づけ)

82年 導管接続義務
（自治体が需要家に地域
熱導管接続を命令)

→国の強い権限による普及

00年 CHP法制定
02年 2MW以下のCHP
の電力割増買取

09年 改正新CHP法
2MW以上も支援＋
全量買取制度の導入

09年「低炭素移行計画」
でCHPを低炭素技術の
ひとつと位置づけ

良質ＣＨＰ認定制度

原子力重視政策ながら、
ﾋﾟｰｸ時対応および再生
可能電源のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ、
天然ｶﾞｽの効率利用とし
ての期待

10年 ｴﾈﾙｷﾞｰ基本
計画に、「天然ｶﾞｽ
ｺｰｼﾞｪﾈを2020年
5割増、2030年倍
増」を明記するも法
的制度等はなし

導入補助策 － ○
50kW以下
熱供給配管新設補助

○
ﾏｲｸﾛ発電設備支援
ﾊﾞｲｵ燃料差額支援
無利子融資制度

－ ○
導入補助金（3MW以
下、１/３）

税制優遇 ○
ｴﾈﾙｷﾞｰ税(熱利用のみは
高税率、発電すると免税)

○
エネルギー税（免除）系統
供給電力と同量 の買電
分の税控除

○
気候変動税（免税)
事業税（免除）
付加価値税（減免）
特別償却

○
事業税（50％減免）
天然ｶﾞｽ税（免税）
特別償却

○
特別償却
中小企業向け免税
低利融資

固定価格
買取制度

○
92年天然ｶﾞｽCHPまで拡大
ﾊﾞｲｵ燃料ﾌﾟﾚﾐｱﾑあり

○
09年より全量買取導入（
買取価格は経済性の低
い小容量機ほど高額）

○
10年より2kＷ以下のｺｰ
ｼﾞｪﾈに適用

○
97年 固定買取制度
（現在、容量上限・効率基
準あり。ﾊﾞｲｵﾏｽは継続）

－

その他 04年までに年800～1100
万ﾄﾝのCO2削減、1m2あた
りｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を70年代
初期より50％削減を達成

09年からの「再生可能ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ熱法」では、高効
率ｺｰｼﾞｪﾈの廃熱利用で
の代替が可能

国内排出量取引制度に
おいてｺｰｼﾞｪﾈ廃熱はｾﾞ
ﾛｶｳﾝﾄ、電力は系統電
力平均と同等

※「天然ｶﾞｽの高度利用・燃料転換に関するWG 【参考資料２】海外での取り組み状況」をもとに作成

ＥＵ主要国におけるコージェネ導入支援制度
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５－５５－５５－５５－５ 省エネ法改正について（電力のピーク対策）省エネ法改正について（電力のピーク対策）省エネ法改正について（電力のピーク対策）省エネ法改正について（電力のピーク対策）

2014年4月に施行予定の省エネ法改正のうち「B.電力ピーク対策」については、蓄電池、自
家発、コージェネ、ガス空調等のようなピークカット機器の導入がプラスに評価される。

ピーク時間帯は夏期（7～9月）・冬期（12～3月）の平日8～22時。指針にはピーク時間帯おける電気の使用から燃料又は熱の使用への転
換（燃転）等、が記載、ガスコージェネ、空調設備（GHP・吸収式）等の運用（優先運転等）や新設・更新について記載予定。評価係数α値
はピーク時間帯において売電量を見かけ上、大きく扱うことで対策を実施した事業者を評価するものとして規定。α＝1.3が検討の軸。

工場等判断基準WGで議論された内容
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６．さらなる普及拡大に向けた課題６．さらなる普及拡大に向けた課題６．さらなる普及拡大に向けた課題６．さらなる普及拡大に向けた課題
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JGAでは昨年の10月に発表した「今後のエネルギー政策の方向を踏まえた都市ガス産業の取組み」において、コー
ジェネの普及目標を3000万ｋW（電力量ベースで総需要の15％）に設定。

６－１６－１６－１６－１ JGAビジョンにおけるコージェネ導入の方向性ビジョンにおけるコージェネ導入の方向性ビジョンにおけるコージェネ導入の方向性ビジョンにおけるコージェネ導入の方向性
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６－２６－２６－２６－２ コージェネ普及拡大に向けたロードマップコージェネ普及拡大に向けたロードマップコージェネ普及拡大に向けたロードマップコージェネ普及拡大に向けたロードマップ
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導
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1,0001,0001,0001,000万万万万kWkWkWkW

580580580580万万万万kWkWkWkW

3,0003,0003,0003,000万万万万kWkWkWkW

現行エネルギー
基本計画の目標
＜1,100万kＷ＞

現状の導入ストック

自家使用主体の導入分

逆潮容易化による積上
げ

現状導入量
【450万kW】

実現のための対策

＜需要家の投資回収向上＞
･自家発補給契約料金の引下げ
･電力ピーク対策料金
･コージェネ電力全量買取制度

＜経済性･環境性・セキュリティ向上＞
･コストダウン、高効率化
･導入補助政策（現行補助金制度）
･CO2削減の適正評価

＜逆潮の容易化･促進＞

･優先接続･優先給電

･電力取引市場の活性化

･余剰電力の適正（市場）価格での買取

自家使用主
体

の導入分
【1,550万

kW】

逆潮の容易
化

による導入
増

【1,000万
kW】

� ガス業界では、分散型エネルギーシステムに対する社会的ニーズの高まりを受け、２０３０年までに３０００万ｋＷ
のストックを実現することを「ガス協会ビジョン」として表明済み。

� 目標実現に際しては、コージェネ運用面での各種制度改革・普及促進策の強化に加え、イニシャルコスト低減が
必須である。
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６－３６－３６－３６－３ コージェネ普及拡大に向けた制度面・市場面における課題コージェネ普及拡大に向けた制度面・市場面における課題コージェネ普及拡大に向けた制度面・市場面における課題コージェネ普及拡大に向けた制度面・市場面における課題

投資採算性

・燃料価格の低減

・設備のイニシャルコスト・ランニングコストの低減

・技術開発の推進

・余剰電力が適切な価格で販売できる市場の創設

・新たに顕在化する価値（節電/廃熱/ＢＣＰ）への経済評価

・アグリゲーターによる小規模電源の活用

・エネルギーサービス事業者の活用

・ステークホルダー※間の連携を促進する仕組み

（※需要家・開発事業者・エネルギー事業者・金融）

・自治体によるインフラ形成等の関与

実施主体

・省エネ法 ・電気事業法 ・熱供給事業法

・都市計画法 ・道路法 ・環境影響評価条例 など

熱と電気の面的利用が推進できる制度の整備

制度対応
（関連法制度）
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≪参考≫燃料価格の低減（化石燃料調達について）≪参考≫燃料価格の低減（化石燃料調達について）≪参考≫燃料価格の低減（化石燃料調達について）≪参考≫燃料価格の低減（化石燃料調達について）

●天然ガスは発電等において震災以降、特に重要な役割を果たしているが、輸送コストが高く、石油
リンクの価格体系でアジアでは他地域よりも高い価格で調達していることが課題。
●既存供給国に加え、米国等、調達国を多角化し価格交渉することが重要。
●新しい共同調達など、バーゲニングパワーを発揮できる方策を検討すべき。

「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会資料」より抜粋



The Japan Gas Association

© 2012 The Japan Gas Association

●三菱重工業はコンテナ型のガスエンジン発電設備「MEGANINJA（メガニンジャ）」を開発。現地到着後

24時間以内に発電を開始できるのが特長。“素早く移動・素早く設置・素早く発電”を製品コンセプトに、

移動が容易なコンテナの採用に加え、配線や燃料配管の接続にコネクター方式を採用することで、現地

作業を大幅に簡便化。2013年度以降は年間200～300台の販売を目指し、価格は6,000万円程度を想定

（時事通信 2012.6.26）

●コンテナ型コジェネは、中古市場やオペレーティングリース市場等の開拓の可能性があることからガ

ス事業者・エネルギーサービス事業者等が活用を検討中。

出 力 1,500kW 

周 波 数 50Hz 

電 圧 400V／6,600V／10kV／11kV 

外 形 寸 法
：Ｌ×Ｗ×Ｈ

発 電 設 備 12,192×2,438×2,896mm 

熱回収ユニット 6,058×2,438×2,896mm 

原動機

型 式 GS16R2－PTK 

燃 料 天然ガス

回 転 数 1,500回転／分

冷 却 方 式 ラジエータ方式（空冷）
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≪参考≫イニシャルコストの低減（コンテナ型ガスエンジン）≪参考≫イニシャルコストの低減（コンテナ型ガスエンジン）≪参考≫イニシャルコストの低減（コンテナ型ガスエンジン）≪参考≫イニシャルコストの低減（コンテナ型ガスエンジン）

MEGANINJA（メガニンジャ）
MEGANINJA（メガニンジャ）仕様

MWM社製コンテナ型コジェネ
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≪参考≫技術開発の推進（空冷ガスエンジンの開発）≪参考≫技術開発の推進（空冷ガスエンジンの開発）≪参考≫技術開発の推進（空冷ガスエンジンの開発）≪参考≫技術開発の推進（空冷ガスエンジンの開発）

●東日本大震災時に一部の自治体において、断水が発生
⇒ ＢＣＰ対応として空冷仕様のコージェネニーズが顕在化
⇒ ラジエータをオプション装備するコージェネの開発

冷却塔
停止

■非常時

■通常時

冷却冷却冷却冷却

ﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀ冷却塔

冷却冷却冷却冷却

冷却冷却冷却冷却

ﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀﾗｼﾞｴｰﾀ

冷却冷却冷却冷却
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≪参考≫アグリゲーターによる小規模電源の活用≪参考≫アグリゲーターによる小規模電源の活用≪参考≫アグリゲーターによる小規模電源の活用≪参考≫アグリゲーターによる小規模電源の活用

●大阪ガスと新電力のエネットは、ガスコージェネを用いた電力需給逼迫を緩和する新たなデ
マンドレスポンスサービスの試行を開始。
●特徴はエネットより電力供給を受けるユーザーが、電力需給逼迫緩和のために、コージェネ
発電出力を増加させ、電力需要を削減した量をネガワットとして評価すること。
●これによりエネットは、電力需給逼迫時に必要となる電源の調達量を削減することが可能。
●大阪ガスは複数のユーザーのネガワットの状況をエネット向けに取りまとめる役割を担う。
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≪参考≫エネルギーサービス事業の活用≪参考≫エネルギーサービス事業の活用≪参考≫エネルギーサービス事業の活用≪参考≫エネルギーサービス事業の活用

日本ガス協会天然ガスシンポジウム配布資料より抜粋

●省エネ・省CO2、設備全体の運転管理による省力化を目的としてエネルギーサービス事業

者を活用。
●省エネ、省ＣＯ2を実現するために、燃料の天然ガス化、燃料以外の設備全般の運転・管理

を実施。
●省CO2 の効果は約16%。
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≪参考≫自治体によるインフラ形成等の関与≪参考≫自治体によるインフラ形成等の関与≪参考≫自治体によるインフラ形成等の関与≪参考≫自治体によるインフラ形成等の関与

●６●６●６●６////１４閣議決定の骨太方針に示された「分散型エネルギーインフラ」プロジェクトに関し、モデルとなりう１４閣議決定の骨太方針に示された「分散型エネルギーインフラ」プロジェクトに関し、モデルとなりう１４閣議決定の骨太方針に示された「分散型エネルギーインフラ」プロジェクトに関し、モデルとなりう１４閣議決定の骨太方針に示された「分散型エネルギーインフラ」プロジェクトに関し、モデルとなりう
る先行的・総合的な取組を行う自治体を募集、意欲的で実現性の高い地域を選定。る先行的・総合的な取組を行う自治体を募集、意欲的で実現性の高い地域を選定。る先行的・総合的な取組を行う自治体を募集、意欲的で実現性の高い地域を選定。る先行的・総合的な取組を行う自治体を募集、意欲的で実現性の高い地域を選定。
●各地域の潜在的な需給能力を踏まえ、共同整備すべきエネルギーインフラ、事業スキーム、整備事業●各地域の潜在的な需給能力を踏まえ、共同整備すべきエネルギーインフラ、事業スキーム、整備事業●各地域の潜在的な需給能力を踏まえ、共同整備すべきエネルギーインフラ、事業スキーム、整備事業●各地域の潜在的な需給能力を踏まえ、共同整備すべきエネルギーインフラ、事業スキーム、整備事業
費等の事業計画、実現可能となる発電事業等の地域エネルギーサービスの事業化の可能性、地域社会費等の事業計画、実現可能となる発電事業等の地域エネルギーサービスの事業化の可能性、地域社会費等の事業計画、実現可能となる発電事業等の地域エネルギーサービスの事業化の可能性、地域社会費等の事業計画、実現可能となる発電事業等の地域エネルギーサービスの事業化の可能性、地域社会
への影響・効果等を調査し、課題・解決方策を抽出、検証等を行う。への影響・効果等を調査し、課題・解決方策を抽出、検証等を行う。への影響・効果等を調査し、課題・解決方策を抽出、検証等を行う。への影響・効果等を調査し、課題・解決方策を抽出、検証等を行う。
●その調査内容の成果をもとに、平成●その調査内容の成果をもとに、平成●その調査内容の成果をもとに、平成●その調査内容の成果をもとに、平成26262626年度以降、「分散型エネルギーインフラ」を整備するプロジェクト年度以降、「分散型エネルギーインフラ」を整備するプロジェクト年度以降、「分散型エネルギーインフラ」を整備するプロジェクト年度以降、「分散型エネルギーインフラ」を整備するプロジェクト
の具体化（マスタープランの作成）を進めることを想定。の具体化（マスタープランの作成）を進めることを想定。の具体化（マスタープランの作成）を進めることを想定。の具体化（マスタープランの作成）を進めることを想定。

分散型エネルギーインフラプロジェクトのイメージ分散型エネルギーインフラプロジェクトのイメージ分散型エネルギーインフラプロジェクトのイメージ分散型エネルギーインフラプロジェクトのイメージ
【プロジェクトが想定する取組内容】

以下の諸要素を組み合わせ、一定の広域エリア
における熱供給や発送電などのエネルギーイン
フラ整備により、エネルギー効率の高い地域構
造の構築を目指す事業。なお、エネルギーインフ
ラの投資回収の面でスケールメリットを活かせる
場合は、基礎自治体間での広域連携も積極的に
検討。
�自治体庁舎等の公共施設等が集積するエリア
におけるコジェネを核とした電気・熱の供給事業（
余熱の活用による低コスト化）
�再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電、
バイオマス発電等）の固定価格買取制度（FIT）の
活用による資金の地域還元
�ネットワーク化したエネルギー需給最適化シス
テムの導入（無駄の排除による低コスト化）
�住宅街における燃料電池や地中熱等を活用し
た電気と熱の融通事業（調整可能な地元エネル
ギー供給）

メガソーラーメガソーラーメガソーラーメガソーラー

地域広域都市圏

バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス発電発電発電発電

木質 畜産廃棄物

小水力小水力小水力小水力発電所発電所発電所発電所

コジェネ

病院

庁舎

公共施設
商業施設

風力風力風力風力発電発電発電発電

余熱利用エリア

分散電源 分散電源

地域電力
需給機能

分散電源によるエネルギー
セキュリティエリア

住宅街 住宅街

FITによる
収入
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≪参考≫ｺーｼﾞｪﾈ推進を目的とした会議体設立の背景と組織概要≪参考≫ｺーｼﾞｪﾈ推進を目的とした会議体設立の背景と組織概要≪参考≫ｺーｼﾞｪﾈ推進を目的とした会議体設立の背景と組織概要≪参考≫ｺーｼﾞｪﾈ推進を目的とした会議体設立の背景と組織概要

●資源エネルギー庁電力・ガス事業部に「熱電併給推進室（通称：コジェネ推進室）」、各経

済産業局にコージェネに関する担当窓口が設置されたことを踏まえ、コージェネ普及拡大に

向けた政策議論の活性化を目的とし、ＪGAは「コージェネ推進連絡会」を新たに設置。

●同時に地方におけるコージェネ普及政策の協議の場である「地方コージェネ協議会」を組

織し、「コージェネ推進連絡会」における政策議論を深化させていく。

推進体制の概要

エリア 幹事会社

北海道経済産業局 北海道ガス

東北経済産業局 仙台市ガス局

関東経済産業局 東京ガス

中部経済産業局担当 東邦ガス

中部経済産業局北陸支局 日本海ガス

近畿経済産業局 大阪ガス

中国経済産業局 広島ガス

四国経済産業局 四国ガス

九州経済産業局 西部ガス

内閣府沖縄総合事務局 沖縄ガス

各エリアの幹事会社各エリアの幹事会社各エリアの幹事会社各エリアの幹事会社


